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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　イソシアネート基を有するウレタンプレポリマー（Ａ）と、
　脂肪族イソシアネート化合物および脂肪族イソシアネート化合物の変性体からなる群よ
り選択される少なくとも１種の化合物（Ｂ）と、
　ヒドロキシ基を有するモノアルコール化合物（Ｃ）と、を含有し、
　前記ウレタンプレポリマー（Ａ）の前記イソシアネート基１ｍｏｌに対して、前記モノ
アルコール化合物（Ｃ）の前記ヒドロキシ基が０．０２５～０．４ｍｏｌとなるように、
前記モノアルコール化合物（Ｃ）が配合されてなる、１液湿気硬化型ウレタン組成物。
【請求項２】
　前記ウレタンプレポリマー（Ａ）の前記イソシアネート基１ｍｏｌに対して、前記モノ
アルコール化合物（Ｃ）の前記ヒドロキシ基が０．１５～０．２３ｍｏｌとなるように、
前記モノアルコール化合物（Ｃ）が配合されてなる、請求項１に記載の１液湿気硬化型ウ
レタン組成物。
【請求項３】
　前記モノアルコール化合物（Ｃ）の炭素数が、１～１８である、請求項１または２に記
載の１液湿気硬化型ウレタン組成物。
【請求項４】
　前記脂肪族イソシアネート化合物がヘキサメチレンジイソシアネートであり、
　前記脂肪族イソシアネート化合物の変性体がヘキサメチレンジイソシアネートの変性体
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である、請求項１～３のいずれか１項に記載の１液湿気硬化型ウレタン組成物。
【請求項５】
　前記脂肪族イソシアネート化合物の変性体が、前記脂肪族イソシアネート化合物のイソ
シアヌレート体、前記脂肪族イソシアネート化合物のビウレット体、および、前記脂肪族
イソシアネート化合物とトリオールとのアダクト体、からなる群より選択される少なくと
も１種の変性体である、請求項１～４のいずれか１項に記載の１液湿気硬化型ウレタン組
成物。
【請求項６】
　さらに、アルコキシシリル基を有するアルコキシシリル化合物（Ｄ）を含有し、
　前記アルコキシシリル化合物（Ｄ）の含有量が、前記ウレタンプレポリマー（Ａ）およ
び前記化合物（Ｂ）の合計１００質量部に対して、０．０８～１０．２質量部である、請
求項１～５のいずれか１項に記載の１液湿気硬化型ウレタン組成物。
【請求項７】
　前記アルコキシシリル化合物（Ｄ）が、１分子中に活性水素を１つ以上有し、
　前記アルコキシシリル基が、メトキシ基およびエトキシ基からなる群より選択される少
なくとも１種のアルコキシ基を有する、請求項６に記載の１液湿気硬化型ウレタン組成物
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、１液湿気硬化型ウレタン組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、各種のウレタン樹脂組成物がシーリング剤、接着剤等として広く利用されて
いる。
　このようなウレタン樹脂組成物として、ポリオール系化合物とイソシアネート系化合物
とからなる２液型と、空気中の湿気等によって硬化する１液型の組成物とが知られている
が、近年、現地施工における組成物の混合調整が不要であって、取扱いが容易である等の
点で、１液湿気硬化型ウレタン組成物の利用が拡大している。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、「数平均分子量が１，０００～７，０００のポリエーテルト
リオールおよび／またはポリエーテルジオールに、ジイソシアネート化合物を、イソシア
ネート基／水酸基の当量比が１．１～２．５となる量比で反応させてなるウレタンプレポ
リマー（Ａ）と；１，６－ヘキサンジオールと、セバシン酸および／またはドデカン二酸
との縮合反応により得られる、数平均分子量が１，０００～４，０００のポリエステルジ
オールと、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネートとを、イソシアネート基／水酸基の
当量比が１．５～２．５となる量比で反応させてなるポリウレタン化合物（ｂ）の全末端
イソシアネート基の５０％以下の末端イソシアネート基を、炭素数が１～２２のモノアル
コールで封鎖したポリウレタン化合物（Ｂ）と；を含有し、ウレタンプレポリマー（Ａ）
１００質量部に対して、ポリウレタン化合物（Ｂ）の含有量は２～１０質量部であること
を特徴とする湿気硬化性ウレタン組成物。」が記載されている（［請求項２］）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－３６３２４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載された湿気硬化型ウレタ組成物は、被着体（塗板）の
種類や、接着条件によっては、被着体との接着性が劣る場合があることが明らかとなった
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。
【０００６】
　そこで、本発明は、被着体との接着性に優れた１液湿気硬化型ウレタン組成物を提供す
ることを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者は、上記課題について鋭意検討した結果、イソシアネート基を有するウレタン
プレポリマー（Ａ）と、脂肪族イソシアネート化合物および脂肪族イソシアネート化合物
の変性体からなる群より選択される少なくとも１種の化合物（Ｂ）と、ヒドロキシ基を有
するモノアルコール化合物（Ｃ）と、を含有する１液湿気硬化型ウレタン組成物において
、上記ウレタンプレポリマー（Ａ）のイソシアネート基１ｍｏｌに対する、上記モノアル
コール化合物（Ｃ）のヒドロキシ基のモル数が所定範囲内になるように、上記モノアルコ
ール化合物を配合することで、被着体との接着性が優れることを見出し、本発明に至った
。
　すなわち、本発明者は、以下の構成により上記課題が解決できることを見出した。
【０００８】
［１］
　イソシアネート基を有するウレタンプレポリマー（Ａ）と、
　脂肪族イソシアネート化合物および脂肪族イソシアネート化合物の変性体からなる群よ
り選択される少なくとも１種の化合物（Ｂ）と、
　ヒドロキシ基を有するモノアルコール化合物（Ｃ）と、を含有し、
　前記ウレタンプレポリマー（Ａ）の前記イソシアネート基１ｍｏｌに対して、前記モノ
アルコール化合物（Ｃ）の前記ヒドロキシ基が０．０２５～０．４ｍｏｌとなるように、
前記モノアルコール化合物（Ｃ）が配合されてなる、１液湿気硬化型ウレタン組成物。
［２］
　前記ウレタンプレポリマー（Ａ）の前記イソシアネート基１ｍｏｌに対して、前記モノ
アルコール化合物（Ｃ）の前記ヒドロキシ基が０．１５～０．２３ｍｏｌとなるように、
前記モノアルコール化合物（Ｃ）が配合されてなる、［１］に記載の１液湿気硬化型ウレ
タン組成物。
［３］
　前記モノアルコール化合物（Ｃ）の炭素数が、１～１８である、［１］または［２］に
記載の１液湿気硬化型ウレタン組成物。
［４］
　前記脂肪族イソシアネート化合物がヘキサメチレンジイソシアネートであり、
　前記脂肪族イソシアネート化合物の変性体がヘキサメチレンジイソシアネートの変性体
である、［１］～［３］のいずれか１つに記載の１液湿気硬化型ウレタン組成物。
［５］
　前記脂肪族イソシアネート化合物の変性体が、前記脂肪族イソシアネート化合物のイソ
シアヌレート体、前記脂肪族イソシアネート化合物のビウレット体、および、前記脂肪族
イソシアネート化合物とトリオールとのアダクト体、からなる群より選択される少なくと
も１種の変性体である、［１］～［４］のいずれか１つに記載の１液湿気硬化型ウレタン
組成物。
［６］
　さらに、アルコキシシリル基を有するアルコキシシリル化合物（Ｄ）を含有し、
　前記アルコキシシリル化合物（Ｄ）の含有量が、前記ウレタンプレポリマー（Ａ）およ
び前記化合物（Ｂ）の合計１００質量部に対して、０．０８～１０．２質量部である、［
１］～［５］のいずれか１つに記載の１液湿気硬化型ウレタン組成物。
［７］
　前記アルコキシシリル化合物（Ｄ）が、１分子中に活性水素を１つ以上有し、
　前記アルコキシシリル基が、メトキシ基およびエトキシ基からなる群より選択される少
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なくとも１種のアルコキシ基を有する、［６］に記載の１液湿気硬化型ウレタン組成物。
【発明の効果】
【０００９】
　以下に示すように、本発明によれば、被着体との接着性に優れた１液湿気硬化型ウレタ
ン組成物を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下に、本発明の１液湿気硬化型ウレタン組成物について説明する。
　なお、本発明において「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される
数値を下限値および上限値として含む範囲を意味する。
【００１１】
［１液湿気硬化型ウレタン組成物］
　本発明の１液湿気硬化型ウレタン組成物（以下、単に「ウレタン組成物」ともいう。）
は、イソシアネート基を有するウレタンプレポリマー（Ａ）と、脂肪族イソシアネート化
合物および脂肪族イソシアネート化合物の変性体からなる群より選択される少なくとも１
種の化合物（Ｂ）と、ヒドロキシ基を有するモノアルコール化合物（Ｃ）と、を含有し、
上記ウレタンプレポリマー（Ａ）の上記イソシアネート基１ｍｏｌに対して、上記モノア
ルコール化合物（Ｃ）の上記ヒドロキシ基が０．０２５～０．４ｍｏｌとなるように、上
記モノアルコール化合物（Ｃ）が配合されてなる。
　本発明のウレタン組成物は、被着体との接着性に優れ、特に、低温から高温までの幅広
い接着条件下における、多様な被着体（特に、塗板、ＰＢＴ等の樹脂、ガラスプライマー
など）との接着性に優れる。
　本発明のウレタン組成物は、ウレタンプレポリマー（Ａ）のイソシアネート基の２．５
～４０モル％が、モノアルコール化合物（Ｃ）のヒドロキシ基で封鎖されている。このよ
うに、反応点となるイソシアネート基の一部が封鎖されているので、通常、被着体との接
着性が低下すると考えられるが、本発明のウレタン組成物は被着体との接着性に優れる。
　この理由の詳細は未だ明らかになっていないが、以下の理由によるものと推測される。
【００１２】
　すなわち、上述したようにウレタンプレポリマー（Ａ）の反応点の一部が封鎖されてい
ることから、ウレタン組成物の硬化速度は低下するが、化合物（Ｂ）の流動性は確保され
る。そのため、接着付与成分である化合物（Ｂ）が、ウレタン組成物と被着体との接着界
面の近傍に移動しやすくなると考えられる。このように、接着界面の近傍に移動した化合
物（Ｂ）の作用により、ウレタン組成物と被着体との接着性が優れたものになったと推測
される。
　また、プレポリマー中のウレタン結合の濃度が上がり、被着体への濡れ性が向上してい
ると推測される。
　以下、本発明のウレタン組成物に含まれる成分および含まれ得る成分について説明する
。
【００１３】
〔ウレタンプレポリマー（Ａ）〕
　本発明のウレタン組成物は、イソシアネート基を有するウレタンプレポリマー（Ａ）を
含有する。ウレタンプレポリマー（Ａ）は、通常の１液型のウレタン組成物と同様、従来
公知のものを用いることができる。例えば、ポリイソシアネート化合物と１分子中に２個
以上の活性水素基を有する活性水素化合物とを、活性水素基に対してイソシアネート基が
過剰となるように反応させることにより得られる反応生成物等を用いることができる。
　また、上記ウレタンプレポリマー（Ａ）は、０．５～５質量％のイソシアネート基を分
子末端に含有することができる。
【００１４】
＜ポリイソシアネート化合物＞
　ウレタンプレポリマー（Ａ）の製造の際に使用されるポリイソシアネート化合物は、分
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子内にイソシアネート基を２個以上有するものであれば特に限定されない。
　ポリイソシアネート化合物としては、具体的には、例えば、ＴＤＩ（例えば、２，４－
トリレンジイソシアネート（２，４－ＴＤＩ）、２，６－トリレンジイソシアネート（２
，６－ＴＤＩ））、ＭＤＩ（例えば、４，４′－ジフェニルメタンジイソシアネート（４
，４′－ＭＤＩ）、２，４′－ジフェニルメタンジイソシアネート（２，４′－ＭＤＩ）
）、１，４－フェニレンジイソシアネート、ポリメチレンポリフェニレンポリイソシアネ
ート、キシリレンジイソシアネート（ＸＤＩ）、テトラメチルキシリレンジイソシアネー
ト（ＴＭＸＤＩ）、トリジンジイソシアネート（ＴＯＤＩ）、１，５－ナフタレンジイソ
シアネート（ＮＤＩ）、トリフェニルメタントリイソシアネートのような芳香族ポリイソ
シアネート；ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、トリメチルヘキサメチレンジ
イソシアネート（ＴＭＨＤＩ）、リジンジイソシアネート、ノルボルナンジイソシアネー
ト（ＮＢＤＩ）のような脂肪族ポリイソシアネート；トランスシクロヘキサン－１，４－
ジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、ビス（イソシアネートメ
チル）シクロヘキサン（Ｈ6ＸＤＩ）、ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート（Ｈ12

ＭＤＩ）のような脂環式ポリイソシアネート；これらのカルボジイミド変性ポリイソシア
ネート；これらのイソシアヌレート変性ポリイソシアネート；等が挙げられる。
【００１５】
　このようなポリイソシアネート化合物は、それぞれ単独でまたは２種以上を組み合わせ
て使用することができる。
　これらのうち、得られるウレタンプレポリマー（Ａ）を含有する本発明のウレタン組成
物のせん断弾性率がより高くなり、高温高湿下での接着性がより良好となる理由から、芳
香族ポリイソシアネートが好ましく、ＴＤＩ、ＭＤＩがより好ましく、ＭＤＩがさらに好
ましい。
【００１６】
＜１分子中に２個以上の活性水素基を有する活性水素化合物＞
　ウレタンプレポリマー（Ａ）の製造の際に使用される１分子中に２個以上の活性水素基
を有する活性水素化合物は特に限定されない。
【００１７】
　上記活性水素化合物としては、１分子中に２個以上のヒドロキシ（ＯＨ）基を有するポ
リオール化合物、１分子中に２個以上のアミノ基および／またはイミノ基を有するポリア
ミン化合物等が好適に例示され、中でも、ポリオール化合物であるのがより好ましい。
【００１８】
　上記ポリオール化合物は、ＯＨ基を２個以上有する化合物であれば、その分子量および
骨格などは特に限定されず、その具体例としては、低分子多価アルコール類、ポリエーテ
ルポリオール、ポリエステルポリオール、その他のポリオール、およびこれらの混合ポリ
オール等が挙げられる。
【００１９】
　低分子多価アルコール類としては、具体的には、例えば、エチレングリコール（ＥＧ）
、ジエチレングリコール、プロピレングリコール（ＰＧ）、ジプロピレングリコール、（
１，３－または１，４－）ブタンジオール、ペンタンジオール、ネオペンチルグリコール
、ヘキサンジオール、シクロヘキサンジメタノール、グリセリン、トリメチロールプロパ
ン（ＴＭＰ）、１，２，５－ヘキサントリオール、ペンタエリスリトールなどの低分子ポ
リオール；ソルビトールなどの糖類；等が挙げられる。
【００２０】
　次に、ポリエーテルポリオールおよびポリエステルポリオールとしては、通常、上記低
分子多価アルコール類から導かれるものが用いられるが、本発明においては、更に以下に
示す芳香族ジオール類、アミン類、アルカノールアミン類から導かれるものも好適に用い
ることができる。
　ここで、芳香族ジオール類としては、具体的には、例えば、レゾルシン（ｍ－ジヒドロ
キシベンゼン）、キシリレングリコール、１，４－ベンゼンジメタノール、スチレングリ
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コール、４，４′－ジヒドロキシエチルフェノール；下記に示すようなビスフェノールＡ
構造（４，４′－ジヒドロキシフェニルプロパン）、ビスフェノールＦ構造（４，４′－
ジヒドロキシフェニルメタン）、臭素化ビスフェノールＡ構造、水添ビスフェノールＡ構
造、ビスフェノールＳ構造、ビスフェノールＡＦ構造のビスフェノール骨格を有するもの
；等が挙げられる。
【００２１】
【化１】

【００２２】
　また、アミン類としては、具体的には、例えば、エチレンジアミン、ヘキサメチレンジ
アミン等が挙げられ、アルカノールアミン類としては、具体的には、例えば、エタノール
アミン、プロパノールアミン等が挙げられる。
【００２３】
　ポリエーテルポリオールとしては、例えば、上記低分子多価アルコール類、上記芳香族
ジオール類、上記アミン類および上記アルカノールアミン類として例示した化合物から選
ばれる少なくとも１種に、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサ
イド（テトラメチレンオキサイド）、テトラヒドロフランなどのアルキレンオキサイドお
よびスチレンオキサイド等から選ばれる少なくとも１種を付加させて得られるポリオール
等が挙げられる。
　このようなポリエーテルポリオールの具体例としては、ポリエチレングリコール、ポリ
プロピレングリコール（ＰＰＧ）、ポリプロピレントリオール、エチレンオキサイド／プ
ロピレンオキサイド共重合体、ポリテトラメチレンエーテルグリコール（ＰＴＭＥＧ）、
ポリテトラエチレングリコール、ソルビトール系ポリオール等が挙げられる。
【００２４】
　同様に、ポリエステルポリオールとしては、例えば、上記低分子多価アルコール類、上
記芳香族ジオール類、上記アミン類および上記アルカノールアミン類のいずれかと、多塩
基性カルボン酸との縮合物（縮合系ポリエステルポリオール）；ラクトン系ポリオール；
ポリカーボネートポリオール；等が挙げられる。
　ここで、上記縮合系ポリエステルポリオールを形成する多塩基性カルボン酸としては、
具体的には、例えば、グルタル酸、アジピン酸、アゼライン酸、フマル酸、マレイン酸、
ピメリン酸、スベリン酸、セバシン酸、フタル酸、テレフタル酸、イソフタル酸、ダイマ
ー酸、ピロメリット酸、他の低分子カルボン酸、オリゴマー酸、ヒマシ油、ヒマシ油とエ
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チレングリコール（もしくはプロピレングリコール）との反応生成物などのヒドロキシカ
ルボン酸等が挙げられる。
　また、上記ラクトン系ポリオールとしては、具体的には、例えば、ε－カプロラクトン
、α－メチル－ε－カプロラクトン、ε－メチル－ε－カプロラクトン等のラクトンを適
当な重合開始剤で開環重合させたもので両末端にヒドロキシ基を有するものが挙げられる
。
【００２５】
　その他のポリオールとしては、具体的には、例えば、アクリルポリオール；ポリブタジ
エンポリオール；水素添加されたポリブタジエンポリオールなどの炭素－炭素結合を主鎖
骨格に有するポリマーポリオール；等が挙げられる。
【００２６】
　本発明においては、以上で例示した種々のポリオール化合物を１種単独で用いても２種
以上を併用してもよい。
　これらのうち、ポリプロピレングリコールであるのが、得られるウレタンプレポリマー
（Ａ）を含有する本発明のウレタン組成物の硬度と破断伸びのバランスおよびコストのバ
ランスに優れる理由から好ましい。
　また、重量平均分子量が１００～１００００程度であるポリオールが好ましく、１００
０～５０００であるポリオールがより好ましい。重量平均分子量がこの範囲であると、得
られるウレタンプレポリマー（Ａ）の物性（例えば、硬度、破断強度、破断伸び）および
粘度が良好となる。
【００２７】
　上記ポリアミン化合物としては、具体的には、例えば、エチレンジアミン、プロピレン
ジアミン、ブチレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレントリアミン、トリエ
チレンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、ペンタエチレンヘキサミン、ヘキサメチ
レンジアミン、トリメチルヘキサメチレンジアミン、１，２－プロパンジアミン、イミノ
ビスプロピルアミン、メチルイミノビスプロピルアミン、１，５－ジアミノ－２－メチル
ペンタン（ＭＰＭＤ、デュポン・ジャパン社製）などの脂肪族ポリアミン；メタフェニレ
ンジアミン、オルトフェニレンジアミン、パラフェニレンジアミン、ｍ－キシリレンジア
ミン（ＭＸＤＡ）、ジアミノジフェニルメタン、ジアミノジフェニルスルフォン、ジアミ
ノジエチルジフェニルメタンなどの芳香族ポリアミン；Ｎ－アミノエチルピペラジン；３
－ブトキシイソプロピルアミンなどの主鎖にエーテル結合を有するモノアミン；サンテク
ノケミカル社製のジェファーミンＥＤＲ１４８に代表されるポリエーテル骨格のジアミン
；イソホロンジアミン、１，３－ビスアミノメチルシクロヘキサン（１，３ＢＡＣ、三菱
ガス化学社製）、１－シクロヘキシルアミノ－３－アミノプロパン、３－アミノメチル－
３，３，５－トリメチル－シクロヘキシルアミンなどの脂環式ポリアミン；ノルボルナン
ジアミン（ＮＢＤＡ、三井化学社製）などのノルボルナン骨格のジアミン；ポリアミドの
分子末端にアミノ基を有するポリアミドアミン；２，５－ジメチル－２，５－ヘキサメチ
レンジアミン、メンセンジアミン、１，４－ビス（２－アミノ－２－メチルプロピル）ピ
ペラジン、ポリプロピレングリコール（ＰＰＧ）を骨格に持つサンテクノケミカル社製の
ジェファーミンＤ２３０、ジェファーミンＤ４００；等が挙げられ、これらを１種単独で
用いても２種以上を併用してもよい。
　これらのうち、ポリエーテル骨格のジアミン（ジェファーミン）、ヘキサメチレンジア
ミンであるのが好ましい。
【００２８】
〔化合物（Ｂ）〕
　本発明のウレタンポリマーは、化合物（Ｂ）を含有する。化合物（Ｂ）は、脂肪族イソ
シアネート化合物および脂肪族イソシアネート化合物の変性体からなる群より選択される
少なくとも１種の化合物である。
【００２９】
　脂肪族イソシアネート化合物としては、１分子中に２個以上のイソシアネート基を有す
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る脂肪族イソシアネート化合物であれば特に限定されず、例えば、上記ウレタンプレポリ
マー（Ａ）においてポリイソシアネート化合物の一例として示した脂肪族ポリイソシアネ
ートが挙げられる。
　すなわち、上記脂肪族ポリイソシアネートの具体例としては、ヘキサメチレンジイソシ
アネート（ＨＤＩ）、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート（ＴＭＨＤＩ）、リジ
ンジイソシアネート、および、ノルボルナンジイソシアネート（ＮＢＤＩ）が挙げられ、
これらを１種単独で用いても２種以上を併用してもよい。
　これらの中でも、脂肪族イソシアネート化合物としては、被着体との接着性により優れ
る観点から、ＨＤＩが好ましい。
【００３０】
　脂肪族イソシアネート化合物の変性体としては、上記脂肪族イソシアネート化合物のイ
ソシアヌレート体、上記脂肪族イソシアネート化合物のビウレット体、および、脂肪族イ
ソシアネート化合物とトリオールとのアダクト体（上記脂肪族イソシアネート化合物とト
リオールとの反応生成物）などが挙げられ、これらを１種単独で用いても２種以上を併用
してもよい。
　ここで、上記トリオールとしては、１分子中に３個のヒドロキシ基を有するものであれ
ば特に限定されないが、例えば、１，２，５－ヘキサントリオール、１，２，６－ヘキサ
ントリオール、１，２，３－プロパントリオール（グリセリン）、１，２，３－ベンゼン
トリオール、１，２，４－ベンゼントリオール、トリメチロールエタン、トリメチロール
プロパン（ＴＭＰ）等が挙げられ、トリメチロールプロパン（ＴＭＰ）が好ましい。
　上記脂肪族イソシアネート化合物の変性体における「脂肪族イソシアネート化合物」の
具体例は、上述した通りであるが、被着体との接着性がより優れる観点から、ＨＤＩが好
ましい。
【００３１】
　化合物（Ｂ）は、低温から高温までの幅広い接着条件下における、多様な被着体（特に
、塗板、ＰＢＴ等の樹脂、ガラスプライマーなど）との接着性により優れるという観点か
ら、脂肪族イソシアネート化合物の変性体が好ましく、上記脂肪族イソシアネート化合物
のイソシアヌレート体、上記脂肪族イソシアネート化合物のビウレット体、および、脂肪
族イソシアネート化合物とトリオールとのアダクト体から群より選択される少なくとも１
種であるのがより好ましく、ＨＤＩのビウレット体、ＨＤＩのイソシアヌレート体、およ
び、ＨＤＩとトリメチロールプロパンとのアダクト体からなる群より選択される少なくと
も１種であるのがさらに好ましい。以下に、これらの化合物の構造の具体例を示す。
【００３２】
＜ＨＤＩのイソシアヌレート体＞
　ＨＤＩのイソシアヌレート体は、下記式（１）で表される化合物である。
【００３３】
【化２】

【００３４】
＜ＨＤＩのビウレット体＞
　ＨＤＩのビウレット体は、下記式（２）で表される化合物である。
【００３５】
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【化３】

【００３６】
＜ＨＤＩとＴＭＰとのアダクト体＞
　ＨＤＩとＴＭＰとのアダクト体（ＨＤＩとＴＭＰとの反応生成物）としては、イソシア
ネート基を３個有しているのが好ましく、例えば、下記式（３）で表される化合物が好適
に挙げられる。
　ここで、ＨＤＩとＴＭＰとの反応は、ＨＤＩとＴＭＰとを、イソシアネート基／水酸基
（水酸基１個あたりのイソシアネート基の基数）（以下、ＮＣＯ／ＯＨという）が、１．
８～２．２となる当量比で混合させて行うのが好ましい。
　また、ＨＤＩとＴＭＰとのアダクト体の調製は、例えば、上述の当量比のＨＤＩとＴＭ
Ｐとを５０～１００℃で加熱撹拌することによって行うことができる。なお、必要に応じ
て、有機錫化合物、有機ビスマス、アミン等のウレタン化触媒を用いることもできる。
【００３７】
【化４】

【００３８】
　本発明のウレタン組成物中の化合物（Ｂ）の含有量は、ウレタンプレポリマー（Ａ）１
００質量部に対して、０．５～５．０質量部が好ましく、１．０～４．０質量部がより好
ましく、１．０～３．５質量部がさらに好ましい。化合物（Ｂ）の含有量が０．５質量部
以上であると、低温から高温までの幅広い接着条件下における、多様な被着体（特に、塗
板、ＰＢＴ等の樹脂、ガラスプライマーなど）との接着性により優れる。化合物（Ｂ）の
含有量が５．０質量部以下であると、ウレタン組成物を高温、多湿下で硬化させても接着
剤中に気泡が残らない（すなわち、ウレタン組成物が発泡しにくい）。
【００３９】
〔モノアルコール化合物（Ｃ）〕
　本発明のウレタン組成物は、モノアルコール化合物（Ｃ）を含有する。モノアルコール
化合物（Ｃ）は、分子中に１つのヒドロキシ（ＯＨ）基を有するアルコールである。
【００４０】
　モノアルコール化合物（Ｃ）としては、例えば、脂肪族アルコールおよび芳香族アルコ
ールが挙げられ、イソシアネート基との反応性という観点から、脂肪族アルコールが好ま
しい。
　脂肪族アルコールは、直鎖状、分岐鎖状または環状のいずれであってもよく、飽和また
は不飽和のいずれであってもよい。
　モノアルコール化合物（Ｃ）の具体例としては、メタノール、エタノール、プロパノー
ル、２－プロペン－１－オール、ブタノール、２－メチル－２－プロパノール、ペンタノ
ール、３－メチル－１－ブタノール、ヘキサノール、シクロヘキサノール、ヘプタノール
、オクタノール、２－エチルヘキサノール、ノナノール、デカノール、ウンデカノール、
トリデカノール、テトラデカノール、ヘキサデカノール、オクタデカノールなどの脂肪族
アルコール、ベンジルアルコールなどの芳香族アルコールが挙げられる。
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　モノアルコール化合物（Ｃ）は、取り扱い性およびウレタン組成物の硬化物の物性の観
点から、炭素数１～１８のモノアルコール化合物が好ましく、炭素数２～１２のモノアル
コール化合物がより好ましく、炭素数６～１０のモノアルコール化合物がさらに好ましい
。特に、炭素数が２以上であることで、モノアルコール化合物の揮発を抑制できるので、
反応前に揮発する量を低減できる。これにより、反応量（反応率）によって生じる、ウレ
タン組成物の特性がばらつくことを抑制できる。また、炭素数が１２以下であることで、
封鎖モル量当たりの添加量を低減できるので、硬化物の物性がより優れる。このように、
炭素数２～１２のモノアルコール化合物を使用することで、安定性に優れたウレタン組成
物が得られること、および、これの硬化物の物性低下が小さいこと、の両方のバランスが
優れる。
【００４１】
　モノアルコール化合物（Ｃ）は、ウレタンプレポリマー（Ａ）のイソシアネート基１ｍ
ｏｌに対して、モノアルコール化合物（Ｃ）のヒドロキシ基が０．０２５～０．４ｍｏｌ
となるように配合されるが、モノアルコール化合物（Ｃ）のヒドロキシ基が０．０２５～
０．２５ｍｏｌとなるように配合されることが好ましく、モノアルコール化合物（Ｃ）の
ヒドロキシ基が０．１５～０．２３ｍｏｌとなるように配合されることがより好ましい。
　上記ヒドロキシ基の物質量が０．０２５ｍｏｌ以上であると、塗板との接着発現までの
時間を短くできる。また、上記ヒドロキシ基の物質量が０．４ｍｏｌ以下であると、ガラ
スプライマーとの接着性に優れる。特に、上記ヒドロキシ基の物質量が０．２３ｍｏｌ以
下であると、ウレタン組成物の硬化物のゴム物性（特に、破断伸び）が優れる。
【００４２】
〔アルコキシシリル化合物（Ｄ）〕
　本発明のウレタン組成物は、アルコキシシリル基を有するアルコキシシリル化合物（Ｄ
）を含有するのが好ましい。これにより、ウレタン組成物と被着体との接着性（特に、耐
水接着性）がより向上する。本効果は、表面に塗料層が設けられている被着体を用いた場
合により顕著に発揮され、さらには、塗料層を構成する塗料（以下、「被着体塗料」とも
いう。）がシリコーン樹脂を含む場合により一層顕著に発揮される。すなわち、アルコキ
シシリル基の加水分解反応で生じたシラノール基により被着体塗料との濡れ性が向上し、
さらに、被着体塗料表面のシラノール基と水素結合を形成することにより、接着性（特に
耐水接着性）がより一層向上すると推定される。
【００４３】
　アルコキシシリル化合物（Ｄ）は、１分子中にアルコキシシリル基を１つ以上有する。
　ここで、アルコキシシリル基とは、ケイ素原子にアルコキシ基（例えば、メトキシ基、
エトキシ基およびプロポキシ基）が１～３個結合している基を意味する。
　ケイ素原子に結合しているアルコキシ基が１個または２個である場合、ケイ素原子に結
合するアルコキシ基以外の基としては、例えば、水素原子およびアルキル基（例えば、メ
チル基、エチル基）が挙げられる。
　アルコキシシリル基は、メトキシ基およびエトキシ基からなる群より選択される少なく
とも１種のアルコキシ基を有するのが好ましい。
　アルコキシシリル基としては、具体的には、モノメトキシシリル基、ジメトキシシリル
基、トリメトキシシリル基、モノエトキシシリル基、ジエトキシシリル基、トリエトキシ
シリル基、ジメトキシメチルシリル基、ジメトキシエチルシリル基、ジエトキシメチルシ
リル基、ジエトキシエチルシリル基、エトキシ（ジメトキシ）シリル基、メトキシ（ジエ
トキシ）シリル基等が挙げられる。
　アルコキシシリル化合物（Ｄ）が有するアルコキシシリル基は、ケイ素原子に結合する
アルコキシ基の数が２～３個であるのが好ましい。これにより、ウレタン組成物と被着体
との接着性がより向上する。
【００４４】
　アルコキシシリル化合物（Ｄ）は、１分子中に活性水素を１つ以上有するのが好ましい
。これにより、アルコキシシリル化合物（Ｄ）の活性水素と、ウレタンプレポリマー（Ａ
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）および／または化合物（Ｂ）のイソシアネート基と、が反応するので、本発明のウレタ
ン組成物と被着体との接着性がより向上する。
　活性水素は、アルコキシシリル化合物（Ｄ）中に活性水素基として導入される。このよ
うな活性水素基としては、例えば、アミノ基（例えば、第１級アミノ基、第２級アミノ基
）、メルカプト基が挙げられる。
　アルコキシシリル化合物（Ｄ）は、１分子中に活性水素を１つ以上有するのが好ましい
が、ウレタン組成物の貯蔵安定性（粘度安定性）に優れる観点から、１分子中に活性水素
を１つだけ有するのがより好ましい。
【００４５】
　アルコキシシリル化合物（Ｄ）において、アルコキシシリル基および必要に応じて導入
される活性水素基は、有機基と結合しているのが好ましい。このような有機基としては、
例えば、脂肪族炭化水素基、脂環族炭化水素基および芳香族炭化水素基からなる群から選
択される少なくとも１種が挙げられる。
【００４６】
　アルコキシシリル化合物（Ｄ）としては、例えば、３－アミノプロピルトリメトキシシ
ランおよび３－アミノプロピルトリエトキシシラン等の第１級アミノ基を有するアミノシ
ラン化合物、Ｎ，Ｎ－ビス［（３－トリメトキシシリル）プロピル］アミン、Ｎ，Ｎ－ビ
ス［（３－トリエトキシシリル）プロピル］アミン、Ｎ，Ｎ－ビス［（３－トリプロポキ
シシリル）プロピル］アミン、３－（ｎ－ブチルアミノ）プロピルトリメトキシシラン、
３－（ｎ－プロピルアミノ）プロピルトリメトキシシランおよびＮ－フェニル－γ－アミ
ノプロピルトリメトキシシラン等の第２級アミノ基を有するアミノシラン化合物、ならび
に、γ－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルトリエトキシ
シラン、γ－メルカプトプロピルメチルジメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルメチ
ルジエトキシシランおよびγ－メルカプトプロピルエチルジエトキシシラン等のメルカプ
ト基を有する化合物（メルカプトシラン化合物）が挙げられる。
　アルコキシシリル化合物（Ｄ）は、単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　これらのアルコキシシリル化合物（Ｄ）の中でも、ウレタン組成物の貯蔵安定性（粘度
安定性）に優れる観点から、第２級アミノ基を有するアミノシラン化合物が好ましく、芳
香族炭化水素基と結合した第２級アミノ基を有するアミノシラン化合物がより好ましい。
【００４７】
　本発明のウレタン組成物がアルコキシシリル化合物（Ｄ）を含有する場合、アルコキシ
シリル化合物の含有量は、ウレタンプレポリマー（Ａ）および化合物（Ｂ）の合計１００
質量部に対して、０．０８～１０．２質量部が好ましく、０．０８～１０．０質量部がよ
り好ましく、０．１０～１０．０質量部がさらに好ましい。アルコキシシリル化合物（Ｄ
）の含有量が０．０８質量部以上であると、多様な被着体（特に、塗板）との耐水接着性
により優れる。アルコキシシリル化合物（Ｄ）の含有量が１０．２質量部以下であると、
低温から高温までの幅広い接着条件下における、多様な被着体（特に、塗板、ＰＢＴ等の
樹脂、ガラスプライマーなど）との接着性により優れる。
【００４８】
〔添加剤〕
　本発明のウレタン組成物は、上記以外の成分（添加剤）を含有してもよい。添加剤とし
ては、カーボンブラック、触媒および可塑剤などが挙げられる。
【００４９】
＜カーボンブラック＞
　カーボンブラックには、通常の１液型のウレタン組成物と同様、従来公知のものを用い
ることができる。
　カーボンブラックとしては、例えば、ＳＡＦ（Ｓｕｐｅｒ Ａｂｒａｓｉｏｎ Ｆｕｒｎ
ａｃｅ）、ＩＳＡＦ（Ｉｎｔｅｒｍｅｄｉａｔｅ Ｓｕｐｅｒ Ａｂｒａｓｉｏｎ Ｆｕｒ
ｎａｃｅ）、ＨＡＦ（Ｈｉｇｈ Ａｂｒａｓｉｏｎ Ｆｕｒｎａｃｅ）、ＦＥＦ（Ｆａｓｔ
 Ｅｘｔｒｕｄｉｎｇ Ｆｕｒｎａｃｅ）、ＧＰＦ（Ｇｅｎｅｒａｌ Ｐｕｒｐｏｓｅ Ｆｕ
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ｒｎａｃｅ）、ＳＲＦ（Ｓｅｍｉ－Ｒｅｉｎｆｏｒｃｉｎｇ Ｆｕｒｎａｃｅ）、ＦＴ（
Ｆｉｎｅ Ｔｈｅｒｍａｌ）、ＭＴ（Ｍｅｄｉｕｍ Ｔｈｅｒｍａｌ）等が挙げられる。
　具体的には、上記ＳＡＦとしてはシースト９（東海カーボン社製）、ＩＳＡＦとしては
ショウワブラックＮ２２０（昭和キャボット社製）、ＨＡＦとしてはシースト３（東海カ
ーボン社製）およびニテロン＃２００（新日化カーボン社製）、ＦＥＦとしてはＨＴＣ＃
１００（中部カーボン社製）等が例示される。また、ＧＰＦとしては旭＃５５（旭カーボ
ン社製）、シースト５（東海カーボン社製）、ＳＲＦとしては旭＃５０（旭カーボン社製
）、三菱＃５（三菱化学社製）、ＦＴとしては旭サーマル（旭カーボン社製）、ＨＴＣ＃
２０（中部カーボン社製）、ＭＴとしては旭＃１５（旭カーボン社製）等が例示される。
これらは、単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００５０】
　本発明においては、上記カーボンブラックの含有量は、上記ウレタンプレポリマー（Ａ
）１００質量部に対して２０～１００質量部が好ましく、３０～８０質量部がより好まし
い。
【００５１】
＜触媒＞
　触媒としては、通常の１液型のウレタン組成物と同様、従来公知の硬化触媒を用いるこ
とができる。
　上記触媒としては、具体的には、例えば、オクチル酸鉛；ジオクチルスズジラウレート
、ジブチルスズラウレート、オクチル酸スズ等のスズ触媒；トリメチルアミン、トリエチ
ルアミン、トリプロピルアミン、トリブチルアミン、トリアミルアミン、トリヘキシルア
ミン、トリオクチルアミン、トリラウリルアミン、ジメチルエチルアミン、ジメチルプロ
ピルアミン、ジメチルブチルアミン、ジメチルアミルアミン、ジメチルヘキシルアミン、
ジメチルシクロヘキシルアミン、ジメチルオクチルアミン、ジメチルラウリルアミン、ト
リアリルアミン、テトラメチルエチレンジアミン、トリエチレンジアミン、Ｎ－メチルモ
ルフォリン、４，４′－（オキシジ－２，１－エタンジイル）ビス－モルフォリン、Ｎ，
Ｎ－ジメチルベンジルアミン、ピリジン、ピコリン、ジメチルアミノメチルフェノール、
トリスジメチルアミノメチルフェノール、１，８－ジアザビシクロ〔５．４．０〕ウンデ
セン－１、１，４－ジアザビシクロ〔２．２．２〕オクタン、トリエタノールアミン、Ｎ
，Ｎ′－ジメチルピペラジン、テトラメチルブタンジアミン、ビス（２，２－モルフォリ
ノエチル）エーテル、ビス（ジメチルアミノエチル）エーテル等の第三級アミン等が挙げ
られる。これらは、単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００５２】
　上記触媒の含有量は、上記ウレタンプレポリマー（Ａ）１００質量部に対して０．００
１～１．０質量部が好ましく、０．０１～０．５質量部がより好ましい。
【００５３】
＜可塑剤＞
　可塑剤としては、通常の１液型のウレタン組成物と同様、従来公知の可塑剤を用いるこ
とができる。
　可塑剤としては、具体的には、例えば、ジイソノニルフタレート（ＤＩＮＰ）；アジピ
ン酸ジオクチル、コハク酸イソデシル；ジエチレングリコールジベンゾエート、ペンタエ
リスリトールエステル；オレイン酸ブチル、アセチルリシノール酸メチル；リン酸トリク
レジル、リン酸トリオクチル；アジピン酸プロピレングリコールポリエステル、アジピン
酸ブチレングリコールポリエステル等が挙げられる。これらは、単独で用いてもよく、２
種以上を併用してもよい。
【００５４】
　上記可塑剤の含有量は、上記ウレタンプレポリマー（Ａ）１００質量部に対して１０～
８０質量部が好ましく、１５～６０質量部がより好ましい。
【００５５】
＜他の添加剤＞
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　本発明のウレタン組成物は、必要に応じて本発明の目的を損なわない範囲で、上記カー
ボンブラック、触媒および可塑剤以外の他の添加剤を含有してもよい。他の添加剤として
は、具体的には、カーボンブラック以外の充填剤、老化防止剤、酸化防止剤、顔料（染料
）、揺変性付与剤、紫外線吸収剤、難燃剤、界面活性剤（レベリング剤を含む）、分散剤
、脱水剤、接着付与剤、帯電防止剤などの各種添加剤等が挙げられる。
【００５６】
　上記カーボンブラック以外の充填剤としては、各種形状の有機または無機の充填剤が挙
げられる。具体的には、例えば、ヒュームドシリカ、焼成シリカ、沈降シリカ、粉砕シリ
カ、溶融シリカ；ケイソウ土；酸化鉄、酸化亜鉛、酸化チタン、酸化バリウム、酸化マグ
ネシウム；炭酸カルシウム、重質炭酸カルシウム、沈降性炭酸カルシウム（軽質炭酸カル
シウム）、コロイダル炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、炭酸亜鉛；ろう石クレー、カ
オリンクレー、焼成クレー；これらの脂肪酸処理物、樹脂酸処理物、ウレタン化合物処理
物、脂肪酸エステル処理物；等が挙げられ、これらを１種単独で用いても２種以上を併用
してもよい。
【００５７】
　老化防止剤としては、具体的には、例えば、ヒンダードフェノール系等の化合物が挙げ
られる。
　酸化防止剤としては、具体的には、例えば、ブチルヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）、ブ
チルヒドロキシアニソール（ＢＨＡ）等が挙げられる。
【００５８】
　顔料としては、具体的には、例えば、酸化チタン、酸化亜鉛、群青、ベンガラ、リトポ
ン、鉛、カドミウム、鉄、コバルト、アルミニウム、塩酸塩、硫酸塩などの無機顔料；ア
ゾ顔料、フタロシアニン顔料、キナクリドン顔料、キナクリドンキノン顔料、ジオキサジ
ン顔料、アントラピリミジン顔料、アンサンスロン顔料、インダンスロン顔料、フラバン
スロン顔料、ペリレン顔料、ペリノン顔料、ジケトピロロピロール顔料、キノナフタロン
顔料、アントラキノン顔料、チオインジゴ顔料、ベンズイミダゾロン顔料、イソインドリ
ン顔料、カーボンブラックなどの有機顔料；等が挙げられる。
【００５９】
　揺変性付与剤としては、具体的には、例えば、エアロジル（日本エアロジル社製）、デ
ィスパロン（楠本化成社製）等が挙げられる。
　接着付与剤としては、具体的には、例えば、テルペン樹脂、フェノール樹脂、テルペン
－フェノール樹脂、ロジン樹脂、キシレン樹脂等が挙げられる。
【００６０】
　難燃剤としては、具体的には、例えば、クロロアルキルホスフェート、ジメチル・メチ
ルホスホネート、臭素・リン化合物、アンモニウムポリホスフェート、ネオペンチルブロ
マイド－ポリエーテル、臭素化ポリエーテル等が挙げられる。
　帯電防止剤としては、具体的には、例えば、第四級アンモニウム塩；ポリグリコール、
エチレンオキサイド誘導体等の親水性化合物等が挙げられる。
【００６１】
〔ウレタン組成物の製造方法〕
　本発明のウレタン組成物の製造方法は、特に限定されず、例えば、上述したウレタンプ
レポリマー（Ａ）、化合物（Ｂ）、モノアルコール化合物（Ｃ）、所望により添加しても
よいアルコキシシリル化合物（Ｄ）および／または各種添加剤を混合し、ニーダー、押出
し機、万能攪拌機等を用いて室温下または加熱下（例えば、３０～８０℃）で十分に混合
し、均一に分散（混練）させることにより製造することができる。
【００６２】
〔ウレタン組成物の用途〕
【００６３】
　本発明のウレタン組成物の用途としては、これに限定されないが、例えば、自動車用シ
ーリング剤、建築部材用シーリング剤、樹脂部品または金属部品用接着剤、が挙げられる
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。
【実施例】
【００６４】
　以下、実施例を用いて、本発明のウレタン組成物について詳細に説明する。ただし、本
発明はこれに限定されるものではない。
【００６５】
＜ウレタンプレポリマー（Ａ）＞
　ポリオキシプロピレンジオール（平均分子量２０００）５００ｇ、ポリオキシプロピレ
ントリオール（平均分子量５０００）７５０ｇ、および４，４′－ジイソシアネートフェ
ニルメタン（分子量２５０）２１４ｇを混合し（この時ＮＣＯ／ＯＨ＝１．８）、さらに
フタル酸ジイソノニル１６０ｇを加えて、窒素気流中、８０℃で２４時間撹拌を行い、反
応させて、イソシアネート基を１．９５％含有するウレタンプレポリマー（Ａ）を合成し
た。
【００６６】
＜化合物（Ｂ）＞
　化合物（Ｂ）としては、上記式（１）で表されるＨＤＩイソシアヌレート体（Ｄ１７０
Ｎ、三井武田ウレタン社製）を用いた。
【００６７】
＜モノアルコール化合物（Ｃ）＞
　モノアルコール化合物（Ｃ）としては、２－エチルヘキサノール（関東化学社製）を使
用した。
【００６８】
＜添加剤＞
　カーボンブラック：ニテロン＃２００（新日化カーボン社製）
　触媒：ジオクチルスズラウレート（ネオスタンＵ－８１０、日東化成社製）
　可塑剤：ジイソノニルフタレート（ＤＩＮＰ、ジェイプラス社製）
【００６９】
〔実施例１～５、比較例１～３〕
　後述する第１表に示す各成分を、第１表に示す組成で、攪拌機を用いて、５０℃で混合
し、第１表に示される実施例１～５および比較例１～３の各ウレタン組成物を得た。
　なお、後述する第１表中、モノアルコール化合物（Ｃ）の配合量は、ウレタンプレポリ
マー（Ａ）のイソシアネート基１ｍｏｌに対する、モノアルコール化合物（Ｃ）のヒドロ
キシ基の物質量（ｍｏｌ）を表す。また、モノアルコール化合物（Ｃ）以外の各成分の配
合量は、「質量部」である。
【００７０】
〔評価試験〕
＜接着性試験１（塗板接着）＞
　塗料（アクリル／シリコン系塗料）を鋼板に塗布した塗板に、プライマーを用いず直接
ウレタン組成物をφ１０ｍｍで塗布して、５分後に硬化後の厚みが３ｍｍとなるように圧
着した後、下記条件１－１～１－６の条件で放置して、ウレタン組成物を硬化させること
により、試験片を作製した。なお、湿度は、いずれの条件も５０％ＲＨに設定した。
　その後、作製した試験片について、ナイフカットによる手剥離試験を実施して、破壊状
態を観察した。評価結果を第１表に示す。
　評価基準は、ウレタン組成物の硬化物の全体が凝集破壊して界面剥離しなかったものを
接着性に優れるものとして「ＣＦ」と評価し、ウレタン組成物の硬化物が塗板との界面で
剥離した界面剥離を「ＡＦ」として示した。なお、「ＡＦ」に付された数値は、ウレタン
組成物の硬化物を剥離した全面積に対する、界面剥離が生じている領域の面積の割合（％
）を示す。
（条件１－１）ウレタン組成物を塗布後の塗板を、２３℃で３日間放置した。
（条件１－２）ウレタン組成物を塗布後の塗板を、２３℃で７日間放置した。
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（条件１－４）ウレタン組成物を塗布後の塗板を、５℃で７日間放置した。
（条件１－５）ウレタン組成物を塗布後の塗板を、５℃で１４日間放置した。
（条件１－６）ウレタン組成物を塗布後の塗板を、５℃で２１日間放置した。
【００７１】
＜接着性試験２（ガラス接着）＞
　実施例および比較例の各ウレタン組成物の○ビード（φ１０ｍｍ）を、被着体（プライ
マー（ＭＳ－９０、横浜ゴム社製）を塗布したガラス）に塗布し、厚さ３ｍｍに圧着した
後、下記条件２－１～２－４の条件で放置して、ウレタン組成物を硬化させることにより
、試験片を作製した。なお、湿度は、いずれの条件も５０％ＲＨに設定した。
　その後、作製した試験片について、ナイフカットによる手剥離試験を実施して、破壊状
態を観察した。評価結果を第１表に示す。
　評価基準は、ウレタン組成物の硬化物の全体が凝集破壊して界面剥離しなかったものを
接着性に優れるものとして「ＣＦ」と評価し、ウレタン組成物の硬化物がプライマーとの
界面で剥離した界面剥離を「ＰＳ」として示した。なお、「ＰＳ」に付された数値は、ウ
レタン組成物の硬化物を剥離した全面積に対する、界面剥離が生じている領域の面積の割
合（％）を示す。
　（条件２－１）：試験片を２３℃の条件下で７日間放置した。
　（条件２－２）：試験片を２３℃の条件下で７日間放置後、さらに１００℃の条件下で
１４日間放置した。
　（条件２－３）：試験片を２３℃の条件下で７日間放置後、さらに１００℃の条件下で
２１日間放置した。
　（条件２－４）：試験片を２３℃の条件下で７日間放置後、さらに１００℃の条件下で
２８日間放置した。
【００７２】
＜ゴム物性（破断伸び）＞
　各ウレタン組成物の硬化物を厚さ２ｍｍのダンベル状試験片（ダンベル状３号形）に切
り出し、ＪＩＳＫ６２５１：２０１０に準拠して、破断伸び（％）を測定した。測定結果
を第１表に示す。
【００７３】
〔評価結果〕
　以上の評価試験の結果を第１表に示す。
【００７４】
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【表１】

【００７５】
　第１表に示すように、ウレタンプレポリマー（Ａ）のイソシアネート基１ｍｏｌに対し
て、モノアルコール化合物（Ｃ）のヒドロキシ基が０．０２５～０．４ｍｏｌとなるよう
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に、モノアルコール化合物（Ｃ）が配合されてなる実施例１～５のウレタン組成物は、被
着体との接着性に優れることが示された。
　また、実施例１～５の対比により、ウレタンプレポリマー（Ａ）のイソシアネート基１
ｍｏｌに対して、モノアルコール化合物（Ｃ）のヒドロキシ基が０．２３ｍｏｌ以下とな
るように、モノアルコール化合物（Ｃ）が配合されてなる実施例１および２のウレタン組
成物は、実施例３～５のウレタン組成物よりも、ゴム物性（破断伸び）が優れることが示
された。
【００７６】
　これに対して、比較例１のウレタン組成物は、これに含まれるモノアルコール化合物（
Ｃ）のヒドロキシ基の物質量が０．０２５ｍｏｌ未満であったため、塗板との接着性が劣
ることが示された。
　また、比較例２のウレタン組成物は、これに含まれるモノアルコール化合物（Ｃ）のヒ
ドロキシ基の物質量が０．４ｍｏｌよりも多かったため、ガラスとの接着性が劣ることが
示された。
　また、比較例３のウレタン組成物は、化合物（Ｂ）を含有しないため、塗装鋼板との接
着性が劣ることが示された。
【００７７】
〔実施例６～９〕
　ウレタン組成物の調製時に、アルコキシシリル化合物（Ｄ）（信越化学社製、商品名「
ＫＢＭ－５７３」、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン）をさらに添
加した以外は、上述した実施例２と同様にして、実施例６～９の各ウレタン組成物を得た
。
　なお、後述する第２表中、モノアルコール化合物（Ｃ）の配合量は、ウレタンプレポリ
マー（Ａ）のイソシアネート基１ｍｏｌに対する、モノアルコール化合物（Ｃ）のヒドロ
キシ基の物質量（ｍｏｌ）を表す。また、モノアルコール化合物（Ｃ）以外の各成分の配
合量は、「質量部」である。
【００７８】
　〔評価試験〕
＜接着性試験１（塗板接着）＞
　実施例６～９の各ウレタン組成物を用いた以外は、実施例２と同様にして、上記接着性
試験１を実施した。評価結果を第２表に示す。
＜接着性試験２（ガラス接着）＞
　実施例６～９の各ウレタン組成物を用いた以外は、実施例２と同様にして、上記接着性
試験２を実施した。評価結果を第２表に示す。
＜接着性試験３（耐水接着性）＞
　塗板Ａ（酸－エポキシ硬化系）または塗板Ｂ（アクリル／シリコン系塗料を鋼板に塗布
した塗板）に、プライマーを用いず直接、実施例２および実施例６～９の各ウレタン組成
物をφ１０ｍｍで塗布して、５分後に硬化後の厚みが３ｍｍとなるように圧着した後、２
０℃で３日放置して、ウレタン組成物を硬化させることにより、試験片を作製した。なお
、湿度は、いずれの条件も５０％ＲＨに設定した。
　次に、試験片を４０℃の温水に１４日間浸漬した後、試験片を温水から取り出して、２
０℃で２４時間乾燥した。
　その後、作製した試験片について、ナイフカットによる手剥離試験を実施して、破壊状
態を観察した。評価結果を第２表に示す。
　評価基準は、ウレタン組成物の硬化物の全体が凝集破壊して界面剥離しなかったものを
接着性に優れるものとして「ＣＦ」と評価し、ウレタン組成物の硬化物が塗板との界面で
剥離した界面剥離を「ＡＦ」として示した。なお、「ＡＦ」に付された数値は、ウレタン
組成物の硬化物を剥離した全面積に対する、界面剥離が生じている領域の面積の割合（％
）を示す。
【００７９】
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＜ゴム物性（破断伸び）＞
　実施例６～９の各ウレタン組成物を用いた以外は、実施例２と同様にして、上述したゴ
ム物性（破断伸び）を測定した。評価結果を第２表に示す。
【００８０】
〔評価結果〕
　以上の評価試験の結果を第２表に示す。
【００８１】
【表２】

【００８２】
　第２表に示すように、アルコキシシリル化合物（Ｄ）を含有する実施例６～９のウレタ
ン組成物は、これを含有しない実施例２のウレタン組成物と比較して、被着体との耐水接
着性に優れることが示された。



(19) JP 6908046 B2 2021.7.21

10

フロントページの続き

    審査官  古妻　泰一

(56)参考文献  特開２０１６－１６０３４４（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１５／１６６６１０（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開昭６３－２５１４５９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００８－５１６０５７（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０８Ｇ　１８／００　～　１８／８７


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

